
河川敷地占用許可準則の改正について

平成２３年３月８日国土交通省が「河川空間のオープン化について」

（地域活性化のための河川敷地の占用に関する規制緩和）を関係機関に

通知すると共に、公表しました。

この改正は、従来、河川敷地の占用について、社会実験として一部の

河川について営業活動を行う事業者等の利用を可能としてきましたが、

２２年５月に取りまとめられた国土交通省成長戦略をふまえ、全国にお

いて河川空間のオープン化を図り、都市及び地域の再生等に資するため、

営業活動を行う事業者等による河川敷地の占用を可能とするための改正

です。
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河川敷地占用許可準則の一部改正の概要
（23年4月1日施行）

１ 改正の考え方

現状 河川敷地の占用主体は、公共性、公益性を有する者等に限定

背景 国土交通省の成長戦略に掲げる行政財産の商業利用の促進

視点 営業活動を行う事業者等による河川敷地の利用を可能にするため、
特例を追加 （従来の河川局長の区域指定による社会実験は終了）

２ 占用の特例の仕組

△

地元地方公共団体からの要望

△

河川管理者 「都市・地域再生等利用区域」の指定

○治水上、利水上の支障等を生じることがない区域であること
○地域住民への周知、意見提出の機会の確保△

区域指定の公表 「河川敷地の利用調整に関する協議会等」の活用
(HP掲載等) （河川管理者、地公体等で構成）

地元市町村の同意等の手法でも可
地域の合意を図る

「都市・地域再生等占用方針」の策定△

占用許可
＜期間＞ ①占用許可を受けることができる施設名の定め
・公的占用者 ・広場、イベント施設、遊歩道、船着場、船舶係留･上下架施設

１０年以内 ・(上記施設と一体をなす)
・その他 飲食店、売店、オープンカフェ、広告板、広告柱、照明・音

３年以内 響施設、キャンプ場、バーベキュー場、切符売場、案内所、
船舶修理場、自動販売機等

・日よけ、突出看板、川床
－堤内側のビル、家屋等から突出した建築物の一部と想定

・船上食事施設
－船舶を係留施設に係留し営業、出水時には移動されるもの

・その他都市及び地域の再生等のために利用する施設
②許可方針の定め

施設共通又は施設ごとの特性等を踏まえた占用の許可を可能
とする要件、付すべき許可条件等の考え方

「都市・地域再生等占用主体」の決定

＜占用許可を受けることができる者＞
○従来の占用主体（公的占用者）

・営業活動を行う事業者等(NPO、権利能力なき社団含む)を施設
使用者として選定し、使用契約を締結して占用施設を使用さ
せることができる。

・当該事業者が施設を設置して使用する場合も想定
・施設使用者から施設利用料を得る場合の条件

＊周辺施設を含む占用施設の維持管理及び良好な水辺空間
の保全、創出を図るための費用に用いること

＊施設利用料の徴収、活用状況を年一回以上報告すること
○「河川敷地の利用調整に関する協議会等」において適切と認め

られた営業活動を行う事業者等
・地元市町村の同意等地域の合意が確認できる手法でも可

○営業活動を行う事業者等
・河川管理者が自ら利用調整を行い、適正な管理を担保
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占用の特例に関する手続きの流れ

地元地方公共団体 河 川 管 理 者 占 用 主 体

都市・地域再生等

利用区域の指定等 受 理

に関する要望

協議会等への参画 協議会等の活用などによる

地域の合意

都市・地域再生等利用区域

の指定（都市・地域再生等

占用方針の策定及び都市・

地域再生等占用主体の指定

を含む。）

公 表 占用許可申請

受理・審査

許 可 占用開始

占用施設に係る

使用契約締結

受 理 河川管理者に報告

法又は許可条件違反等 是正措置の実施

に対する監督処分等
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河川敷地占用許可準則の改正に伴う事務について

平成２３年３月８日付けで河川敷地占用許可準則が改正されたことを受けて、今後の

鴨川の河川占用許可は以下のとおり取り扱いたいと考えております。

■ 準則改正に係る取扱い

・占用の許可対象は拡大されているが、新たな利用区域の指定などは地元市町村か

らの要望等を契機として行うこととし、鴨川についても当面新たな区域指定は行

わない。

・従来歴史的経過から特別に占用許可を行っていた鴨川納涼床及び貴船川床につい

ては、今回の準則に位置づけるための整理を行う。

・準則の適用のため、地域の合意を得るための意見提出の機会として、鴨川府民会

議（府民・事業者・京都市が参画、年４回開催）を活用し、都市・地域再生等利

用区域の指定の可否等を検討。

・鴨川府民会議の意見を踏まえ、今後鴨川納涼床等に係る区域、占用方針の策定及

び占用主体の指定を行う。

■ スケジュール

第１３回 鴨川府民会議
平成２３年３月

・都市・地域再生等利用区域の指定のあり方について説明

第１４回 鴨川府民会議
５月

（予定） ・鴨川納涼床等に係る「区域、占用方針の策定及び占用主

体の指定」案について意見とりまとめ

都市・地域再生等利用区域の指定
６月

（予定） ・ホームページ等で公表

※ 平成２３年度の鴨川納涼床等の占用許可は２月から申請に係る協議を行っており、従来どおりとする。
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